
愛知県の健康づくり施策について
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健康医務部健康対策課



保健医療局

2

主な仕事課室名称部名

医療計画、地域保健、保健所、局内の人事・予算医療計画課

健康医務部

健康長寿あいちの推進、生活習慣病対策、歯科
保健、栄養指導、難病対策、母子保健

健康対策課

医務、医療施設、救急医療、看護医務課

地域医療支援センター、医師確保、へき地医療地域医療支援室

こころの健康の推進、精神保健・精神障害者福祉こころの健康推進室

国民健康保険、保険医療国民健康保険課

食品衛生、獣医衛生、環境衛生、試験検査の管
理、水道計画・管理

生活衛生課

生活衛生部
医薬品等の安全確保、毒劇物、麻薬、血液、健康
被害の危機管理

医薬安全課

健康づくりや医療など健康で明るい県民生活を確保する仕事



本日の内容

• 健康日本２１あいち新計画について

• 受動喫煙対策について



◆ 健康づくり対策の流れ（国）◆ 健康づくり対策の流れ（国）
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第４次国民健康づくり対策
～健康日本２１（第二次）～

第３次国民健康づくり対策
～２１世紀における国民健康づくり運動（健康日本２１）～
一次予防重視
健康づくり支援のための環境整備、目標等の設定と評価
多様な実施主体による連携のとれた効果的な運動の推進

第２次国民健康づくり対策
～アクティブ８０ヘルスプラン～
運動習慣の普及に重点をおいた対策
（運動指針の策定、健康増進施設の推進等）
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1988
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2013

第１次国民健康づくり対策
健康診査の充実、市町村保健センター等の整備、
保健師・栄養士等マンパワーの確保

2003 健康増進法の施行
2006 医療制度改革関連法
2007 がん対策基本法の施行
2008 特定健康診査・

特定保健指導開始



◆ 健康づくり対策の流れ（愛知県）◆ 健康づくり対策の流れ（愛知県）

「あいち健康づくりプラン」の策定（6月）
○健康づくりの基本的な考え方（三本柱）を定める

・生涯を通じた健康づくりの推進

・生活習慣見直し

・みんなで支える健康づくりの推進

「健康日本21あいち計画」の策定
○生活習慣の改善と生活習慣病の予防のための目標設定

県民いきいき健康づくり事業
「健やかに老いる」ための自発的な健康づくりの浸透を目指す

1978

1985

1998

2013

「自分の健康は自分で守る」をスローガンに

積極的な健康づくりの推進

「健康日本21あいち新計画」の策定（3月）

2001



「健康日本21あいち新計画」の策定（2013年3月）
2017：中間評価

2023：最終評価

愛知県では・・・

次期「健康日本21あいち新計画」策定中

2013

2024

2035

健康日本２１（第三次）

計画期間：12年間

公表予定：2024年３月

◆ 健康づくり対策の流れ（愛知県）◆ 健康づくり対策の流れ（愛知県）



◆目 的 「生涯を通じて、健康でいきいきと過ごす」ことができるよう、県民の
健康づくりを総合的に推進する

◆根 拠 健康増進法第8条 健康増進計画

◆計画期間 2013年度から2022年度

〈基本目標 〉
健康長寿あいちの実現
（健康寿命の延伸・健康格差の縮小）
主な指標 健康寿命の延伸

基本方針（Ⅰ）
生涯を通じた健康づくり
主な指標 健康的な生活習慣を送っている

と思う者の割合

基本方針（Ⅱ）
疾病の発症予防及び重症化予防
主な指標 がん、循環器疾患、脳血管疾患、

糖尿病、ＣＯＰＤ、歯科疾患

基本方針（Ⅲ）
生活習慣の見直し
主な指標 食生活、運動、こころの健康、

喫煙、飲酒、歯・口の健康

基本方針（Ⅳ）
社会で支える健康づくり
主な指標 ボランティア活動、企業等と連携した

取組を実施する市町村数等

健康日本２１あいち新計画

2023年度まで延長

※自治体と保険者による一体的な健
康づくり政策を実施するため医療費適
正化計画等の期間と一致させるため



72.85愛知県
男性

72.68全 国

76.09愛知県
女性

75.38全 国

2019年の健康寿命（年）

◆ 健康寿命
健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間



◆ 県の主な取組

基本方針（Ⅰ）： 生涯を通じた健康づくり

○ 健康教育活動推進事業

県民の自発的な健康づくりのため、健康づくりに関する知識普及を目的に
県内各地域で健康教育講座を開催するとともに、健康情報ポータルサイト「あ

いち健康ナビ」により健康情報発信する。

○ 食生活改善支援事業

食生活の改善のための啓発及び県民が野菜の摂取や減塩など、健康に配
慮した食事を摂取しやすいように、飲食提供施設の事業者等と連携した食環
境整備を推進する。

○ 健康経営推進企業支援事業

働く世代の健康づくり促進のため、健康経営を推進する企業等の登録制度
を設けている。また、登録企業等のうち、他の模範となる取組を実施している
企業等を表彰し、健康経営の促進を図る。

健康経営：従業員の健康増進を重視し、健康管理を経営課題として捉え、その実践を

図ることで従業員の健康の保持増進と会社の性先生の向上を目指す経営手法



慢性閉塞性肺疾患：主に長年の喫煙習慣や肺の成長障害が原因となって、徐々に呼吸
機能が低下していく肺の病気

◆ 県の主な取組

基本方針（Ⅱ）：疾病の発症予防及び重症化予防

○ 慢性腎臓病（ＣＫＤ）啓発事業

慢性腎臓病の予防や早期発見を啓発するため、毎年3月第２木曜日の「世
界腎臓デー」に合わせ、関係機関と協力して慢性腎臓病（ＣＫＤ）の予防や重

症化予防に関する啓発を実施する。

○ 特定健診・特定保健指導普及啓発

特定健康診査・特定保健指導の受診率向上のため、県民向けに普及啓発
を行う。

○ 慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）対策事業

ＣＯＰＤの認知度を高めるとともに、早期発見・早期治療促進のため、一般
県民・医療関係者等を対象とする研修会を開催する。

慢性腎臓病：腎臓の働きが健康な人の60％未満に低下、又はタンパク尿が出る等腎臓の
異常が続く状態をいう。心筋梗塞や脳卒中などの重大な危険因子。

特定健診・特定保健指導：生活習慣予防のため、40歳～74歳を対象にメタボリックシンド
ロームに着目して行う健診、メタボリックシンドローム該当者には、生活習慣の
改善による予防効果を期待し、専門職による保健指導（サポート）が行われる。



◆ 県の主な取組

基本方針（Ⅲ）：生活習慣の見直し

○ 食育推進協力店登録事業

飲食物の栄養成分表示を参考にバランスのとれた食習慣を身に付けること
は健康の保持増進に重要である。そのため、栄養表示や食育の情報提供を
行う「食育推進協力店」の増加を図り、県民に対する適切な栄養素摂取の普
及啓発を行う。

○ たばこ対策推進事業

喫煙の健康影響に関する知識の普及、20歳未満の者への喫煙防止（防煙）
対策、受動喫煙を防止する環境づくり、禁煙希望者への禁煙支援により喫煙対
策を推進する。

・「世界禁煙デー」・「禁煙週間」におけるポスター等による普及啓発
・市町村、企業、学校等におけるたばこ対策の指導者を養成する指導者養成
講習会の開催

など



◆ 県の主な取組

基本方針（Ⅳ）：社会で支える健康づくり

○ あいち健康マイレージ事業

ウォーキングや健康診断の受診等の健康づくりをすることにより、市町村が
定めたポイントを貯めた参加者に対して、協力店において優待が受けられる
「MyCa（まいか）カード」を交付し、県民が主体的に健康づくりに取り組むこと
ができる環境を整備する。

○ 地域・職域連携推進事業

地域保健と職域保健の広域的連携を図り、特定健康診査データの分析結
果等から、地域の実情に応じた協力体制による継続的な保健サービスの提
供及び健康管理体制の整備・構築に資することを目的として、県保健所にお
いて行政、商工関係団体、医療保険者等が参加する会議等を開催する。



受動喫煙対策



◆ 国際的な動向

たばこの消費及び受動喫煙が、健康、社会、環境及び経済に及ぼす破壊的な影
響を減らすため、世界保健機関（WHO）は、法的拘束力のある国際条約「たばこの規
制に関する世界保健機関枠組条約」でたばこに関する規制を実施している。

日本も条約の締約国（2004年6月批准）であり、義務を負っている。

●たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約
（2005年2月発効、2020年6月現在182か国が批准）

第8条 たばこの煙にさらされることからの保護
1 締約国は、たばこの煙にさらされることが死亡、疾病及び障害を引き起こすことが
科学的証拠により明白に証明されていることを認識する。
2 締約国は、屋内の職場、公共の輸送機関、屋内の公共の場所及び適当な場合に

は他の公共の場所におけるたばこの煙にさらされることからの保護を定める効果的
な立法上、執行上、行政上又は他の措置を国内法によって決定された既存の国の
権限の範囲内で採択し及び実施し、並びに権限のある他の当局による当該措置の
採択及び実施を積極的に促進する。

●条約第8条履行のためのガイドライン
（2007年7月採択）
100％禁煙以外の措置（換気、喫煙区域の使用）は、不完全である。
すべての屋内の職場、屋内の公共の場及び公共交通機関は禁煙とすべきである。



2020年1月28日厚生労働省
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88項目１２３指標を評価
指標の約6割が改善傾向、約3割が、変化なし、策定時よりも悪化

出典：健康日本２１あいち新計画中間評価報告書

◆ 中間評価結果



加熱式タバコ
たばこ葉やたばこ葉を加工したものを、燃焼させずに電気的に加熱し、エアロゾル（霧状）化した
ニコチンと加熱によって発生した化学物質を吸入するたばこ製品。

電子タバコ
香料などを含んだリキッド（溶液）を加熱して、発生するエアロゾル（蒸気）を吸入する製品。
日本では医薬品医療機器等法（薬機法）により、ニコチンを含むリキッドの販売には許可が必要。

IQOS イルマ
IQOS イルマ プライム
IQOS イルマ ワン

など

リルハイブリッド

ploom X
ploom TECH
ploom TECH＋

など

with2

glo hyper
glo hyper ＋
glo pro

など

フィリップ モリス ジャパン ブリティッシュ・アメリカン・
タバコ・ジャパン

JT



2018年1月30日厚生労働省

本人が吸う
発がん性物質

低
タ
ー
ル

高
タ
ー
ル

実験用
紙巻きタバコ

本人が吸うニコチン濃度

加熱式たばこにおける科学的知見
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10900000-Kenkoukyoku/0000201435.pdf

0     5    10   15   20    25
紙巻きタバコと比べた割合（％）

周囲で検出されたニコチン（二次曝露）



「加熱式タバコや電子タバコに関する
日本呼吸器学会の見解と提言(2019)」

【見解】
１．加熱式タバコや電子タバコが産生するエアロゾ

ルには有害成分が含まれており、健康への影響
が不明のまま販売されていることは問題である。

２．加熱式タバコの喫煙者や電子タバコの使用者の
呼気には有害成分が含まれており、喫煙者・使
用者だけでなく、他者にも健康被害を起こす可能
性が高い。



【提言】
１．加熱式タバコや電子タバコが紙巻タバコよりも健

康リスクが低いという証拠はなく、いかなる目的
であってもその喫煙や使用は推奨されない。

２．加熱式タバコの喫煙や電子タバコの使用の際に
は紙巻きタバコと同様な二次曝露対策が必要で
ある。



◆ 受動喫煙対策に係る県の主な取組

○ 制度の周知

リーフレットの配布を行う。

○ 相談・通報等への対応

制度の説明や、助言・指導を行う。必要に応じて現地確認等を行う。

○ 受動喫煙対策講習会

受動喫煙対策に関する知識や技術を普及させるため、講習会を開催
する。

○ 地域喫煙対策推進事業

保健所において、受動喫煙対策促進のため普及啓発を行う。

県民や施設の管理権原者等に対し、受動喫煙防止対策に関する制度の普
及啓発、既存特定飲食提供施設の届出受理、立入検査・指導等を行う。



ご清聴ありがとうございました。

皆さんの毎日の食事、運動、睡眠などの生

活習慣が、将来の健康につながっています。

自分の健康について、この機会に、ぜひ考え

てみてください。

エアフィー：愛知県の健康づくり応援キャラクター


